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開発論は，第二次世界大戦後，独立した学問分野として確立した。当初のパラダイムは，構造主義に軸足を

置いていた。それは既存の経済学と一線を画すものであり，いわゆるパイオニアたちの存在に注目が集まっ

た。かれらは，当時流行していたケインズ経済学に大きく影響を受けていた。1970 年代から主要国で新古典

派経済学の復権がなり，開発論もその影響を受ける。1980 年代から新自由主義が優勢となり，1990 年代に

はワシントン・コンセンサスが提唱され，それがパラダイム化する。しかし 20 世紀末に勃発したアジア経済

危機により，新自由主義も弱体化する。21 世紀に入ると，新諸学派（新制度学派，開発のミクロ経済学，内

生成長論，新構造主義，ネオケインジアンなど）が興隆し，カオス的状況となる。本稿では，これらの一連の

流れを跡づけし，現在はビッグアイディアではなくて，各国地域に適合する理論政策が求められようとしてい

ると結論づける。
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開発論のパラダイムを考える

Ⅰ．問題の所在

このところ開発論の分野では，いわゆるワシ

ントン・コンセンサス後のパラダイムをめぐっ

て議論が活発に繰り広げられている１）。ここ

では，それまでの経緯を簡単に概観することと

する。

そもそもこの分野の地平を切り拓いたのは，

第二次世界大戦前後から構造主義に立脚して開

発問題を考えた学者たちであった。そのピーク

は 1950 年代から 60 年代にかけての時期だ。か

れらの共通する立場は，それまで主流の新古典

派経済学の流儀では開発途上国が抱える経済問

題もしくは発展問題に対処することはできない

という確信にあった。その根拠は，先進国と途

上国とではもともとの経済構造が異質であると

いうものだ。そのためそれぞれに適用できる理

論と政策措置は異なっていなければならない，

という帰結にいたる。

かれらがそのように考えるにいたった歴史的

背景にケインズ経済学が存在したことは，紛れ

もない事実である。このことを歴史上の出来事

であるという視点からみると，1930 年代に猛

威を振るった大恐慌のもたらした影響であった

と捉えられる。いうまでもなくそれ以前の経済

学の主流は，古典派経済学であった。すなわち

経済学の父祖であるとされるスミスからリカー
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ドゥ，J. S.ミル，そしてマーシャルにいたるま

での競争均衡のミクロ理論を基礎にした経済

学，これである２）。別様の見方をするなら，

フランスの経済学者セイによって表現されたよ

うに「供給そのものが需要をつくりだす」とい

うようなものであった３）。つまりなんらかの

材を生産すれば，それは即座に捌けてしまい，

在庫が残るようなことにはならないというの

だ。ケインズがそのような考え方に異を唱え，

「需要があってはじめて供給は成り立つ」と主

張した。当時の主要国においてみられた大恐慌

の実態がまさしくそのような現象であり，売れ

残りがいたるところに見られたのである。供給

された財は予期されたようには捌けず，在庫が

嵩むばかりであった。それゆえなんらかのかた

ちで需要を喚起しないかぎり，経済は麻痺状態

のままなのだ。そこでケインズはそのような閉

塞状態から脱却するためのマクロ経済政策を考

案した４）。それこそ財政金融のポリシーミッ

クスにほかならない。この一連のケインズ的対

応に含意されることがらは，次のように要約で

きる。すなわち大恐慌のような事態に対応する

には，それまでの古典派経済学の中心にすえら

れたミクロ経済学の発想では不可能であり，む

しろ国民経済全体をあつかうマクロ経済学の発

想が要請されること，具体的には財政政策と金

融政策とを首尾よく組み合わせるポリシーミッ

クスを駆使することを通じて，極端な景気循環

の進行を穏やかな循環へコントロールするこ

と，そのための着眼点を供給面ではなくて需要

面に置くことなどだ。またマクロの視角からみ

るばあい，マーシャル流の古典派経済学は国民

経済の完全雇用を大前提にしており，大恐慌の

ような現象が進行するとなれば，過少雇用もし

くは不完全雇用の状態が常となるので，完全雇

用の状態を最初から想定することは許されな

い。むしろ古典派のばあいは，完全雇用を暗黙

の前提としていたというべきであろう。ケイン

ズは政策策定上，完全雇用の達成に高い優先順

位を置いた。これらはいずれもマクロの視点で

ある。前述のように，これらのことがらは供給

よりもむしろ需要を優先的に考える立場であ

る。そのような事情からケインズの登場は，か

れ以前の主流だった古典派経済学の価値前提を

根本的な次元でひっくり返すことを意味したの

で，一種の革命であった。それゆえ学問的にも

思想的にも，ケインズ流のマクロ経済学の登場

は，「ケインズ革命」と呼ばれた。

さてケインズに関連した説明を長々としてし

まったが，ここでふたたび開発論自体の話に

もどろう。つまり上述のことから 1940 年代か

ら 1950 年代にかけて，イギリスやアメリカな

どの主要国において，ケインズ経済学がパラダ

イム化したことがわかる。経済学全体にその影

響がおよんだのであって，開発論の分野も例外

ではありえなかった。しかしながら他方におい

て，ケインズ経済学をそのままのかたちで途上

国経済にあてはめることは無理であるという認

識も一般的になった。また気鋭の学者サミュエ

ルソンの登場もあって，完全雇用が達成されて

いない状況にあってはケインズ流のマクロ政策

が有効であり，ひとたび完全雇用が達成された

となれば，従来からの古典派経済学が適用可能

であるとする新古典派総合の考え方がパラダイ

ムとなった５）。といっても途上国側では，古

典派にせよケインズ経済学にせよ，もしくは新

古典派にせよ，いずれもそのまま途上国経済に

適用するわけにはいかなかった。途上国経済へ

の適用可能性の視点からは，方法としてのケイ

ンズ革命は，すなわち先進国に適用可能な理論
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をそのまま途上国へあてはめることはできない

のであって，途上国側に固有の経済理論が要請

されるという意味において，構造主義経済学の

理論化が試みられたといえる。いうなればケイ

ンズ革命は，開発論の分野において発想の転換

もしくは心的態度という意味で，間接的影響を

与えたというべきであろう６）。

では途上国経済に適用可能な理論として初

期の構造主義経済学は，どのような概念装置

を提示しただろうか。代表的なものを挙げる

と，ローゼンシュタイン・ロダンによる「ビッ

グプッシュ説７）」，プレビッシュ＝シンガーに

よって提示された中心国・周辺国の分析枠組み

での「交易条件の長期的悪化説８）」およびそ

れに端を発する「輸入代替工業化論９）」，ルイ

スによる「労働の無制限供給説10）」もしくは

その背後に隠れた「二重構造論11）」，ペルーに

よる「成長の極説12）」，ヌルクセによる「貧困

の悪循環13）」とそこから脱するための「均衡

成長論14）」，それに対するハーシュマンの「不

均衡成長論15）」とそのための手段としての「前

方後方の連関効果16）」，およびミュルダールに

よる「累積的因果関係17）」「軟性国家論18）」

などだ。このように開発論の分野は，とくに

1950 年代から 60 年代にかけて，経済学におい

てひとつの独立した学問としての地位を築いて

いった。そして 1970 年代には，世界銀行にお

いて構造主義経済学が主流となった。そこで影

響を与え続けた理論は，プレビッシュらの説が

発展的に抽象化された理論すなわちチェネリー

らによる「two-gap 説（外国為替制約と貯蓄

制約）19）」，およびルイスの余剰労働移動説の

精緻化が試みられたハリス＝トダーロの「期待

賃金説20）」などだ。かれらの影響が大きかっ

たことは，1970 年代にルイスとミュルダール

がノーベル経済学賞の栄誉に与ったことで明ら

かであろう21）。

1960 年代は，世界銀行だけではなく，他の

国際機関においても構造主義経済学が影響をお

よぼす重要な変化がみられた。国連貿易開発会

議（UNCTAD）の発足と，そこで初代事務局

長を務めて一定の成果を収めたプレビッシュの

活躍がそれである22）。結果的にはその範囲と

効果は限定的だったとはいえ，世界的に取引さ

れる代表的な一次産品の共通基金化と，南北貿

易において途上国側からの輸出に対して先進国

側が一方的に協力するかたちの一般特恵関税制

度（GSP）が連続的に実現する運びとなった。

その勢いは 1970 年代において，第一次石油危

機が勃発したことにより，いっそう鮮明にな

る。すなわち途上国側で交易条件の逆転を通し

た資源ナショナリズムの機運が高まり，それま

で先進国側に有利に運営されてきた国際経済制

度に異議申し立てを唱えるかたちの新国際経済

秩序（NIEO）を樹立しようとの動きにまで，

いたったのである。もっとも資源ナショナリズ

ムは一部のエネルギー資源のみにとどまること

となり，最終的に NIEO の実現まではいたら

なかった。

いうなれば 1970 年代半ばまで，構造主義経

済学を中心とする開発論は第一期の黄金時代で

あった。ところが先進国側において，1971 年

にアメリカが金とドルとの交換を一時停止する

こととなり（ドルショック），それを機にブレ

トンウッズ国際経済体制は終焉を迎えた。そし

て 1973 年から 74 年にかけて前述の第一次石油

危機が発生し，多くの先進国に重大な影響をお

よぼした。さらにいうなら石油資源に乏しい途

上国はいっそう深刻な影響を受け，かれらは最

も深刻な影響を受けた国ぐに（MSAC）と呼
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ばれ，文字通り重大な事態に陥った。これらの

一連の出来事は先進国の経済学に少なからぬ影

響をおよぼすことになり，多くの国でスタグフ

レーションという真新しい現象が生じ，ケイン

ズ流のポリシーミックスの妥当性が疑われるよ

うになった。そうしてマクロ経済学の分野にお

いて，ケインジアン＝マネタリスト論争が繰

り広げられ，混沌とした状況が続いた23）。そ

うこうするうちに新貨幣数量説をひっさげて

登場したフリードマンが 1976 年度ノーベル経

済学賞を受賞するまでになり，しだいにマネタ

リズム流の供給重視の経済学が幅を利かすよう

になった24）。いいかえるなら，ケインズ経済

学の神通力がじょじょに失われていったのだっ

た。すなわちケインズ経済学が影響力を保持し

ていたときは，「市場の失敗」に対して国家介

入によってそれを是正するということが受け入

れられるのが常だったけれど，いまやそうでは

なくて，昔のスミス流のなにもかも市場メカニ

ズムの作用に委ねるのが望ましいという考え方

に移行したのだった。それこそ，かつてのケイ

ンズ革命に対する反革命と化したといえる。そ

の結果，市場メカニズムを是とする考え方がグ

ローバルな次元で広がっていった。

主要国においてパラダイムがそのように変化

するにいたったが，そのことは途上国側にとっ

ても無縁ではなかった。新しい動きが見られた

のは，まず世界銀行においてだった。1970 年

代を通してマクナマラ総裁の下でチーフエコノ

ミストを務めたチェネリーに代わって，1982

年にアン・クルーガーがそのポストに就いた。

いうまでもなく前者は構造主義経済学の流れを

汲む経済学者であるのに対して，後者は典型的

な新古典派の論客である。このことは，世界銀

行における開発論のスタンスが構造主義から新

古典派へシフトしたことを象徴的に表すもので

あった。

開発論の学術雑誌においても変化がみられ

た。のちに大きな反響を呼んだのは，ハーシュ

マンによる開発論ペシミズムである25）。その

論考の中でハーシュマンは，それまでの構造主

義を中心に形成された開発論が，新古典派経済

学によってすなわち（かれの言い方によれば）

モノエコノミクスによって取って代わられよう

としていることについて，そのトレンドを替え

られない歯がゆさを訴えた。それゆえ本人はこ

の分野から決別しようとの意思を固めたという

趣旨であった。それ以降ハーシュマンは，開発

論の分野で研究活動を続けるのではなくて，政

治経済学の分野で重要な論考を提示するように

なった26）。ハーシュマンに触発されて，当時

の開発論の潮流についてセンとルイスがそれぞ

れの立場から所見を述べた27）。さらに追い打

ちをかけるように，インド人経済学者のディー

パック・ラルが構造主義経済学の開発論をディ

リジズムの権化として徹底的に糾弾した28）。

こうなると市場経済への国家介入をすべて悪と

みなす考え方が幅を利かすようになる。日本に

おいても，それと似たような論調が目立つよう

になった29）。

ともあれ 1980 年代前半は，国際開発面の実

際面に眼をやると，ラテンアメリカにおいて累

積債務問題が沸き起こり，世界に衝撃を与え

た。1982 年にメキシコがデフォルト宣言を発

し，ブラジルやアルゼンチンへというふうに次

から次へとラテンアメリカ主要国において，同

様の問題が爆発的に吹き荒れたのだった。かく

してラテンアメリカの 1980 年代は，「失われた

10 年」と化した。次節以降において，各パラ

ダイムの特徴について詳しくみることとしよう。
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Ⅱ．パラダイムの第一局面 
―構造主義の時代―

開発論の最初のパラダイムは，前述のように

構造主義経済学であった。最初にそのきっかけ

を与えたのは，ローゼンシュタイン・ロダンに

よる論文である30）。それは通称「ビッグプッ

シュ説」として知られるが，かれは工業化の端

緒として製靴工場の立地を例示し，そこから国

家介入と海外援助を動員する全面的な経済開発

に連結するというパースペクティヴにより，独

特の理論を展開した。いうなればかれの登場か

ら，開発途上国のための経済発展論を中心にす

える学問分野が生誕したのだった。すなわちそ

れ以前は，欧米の経済学者は欧米先進国のため

の経済学に主眼を置いていた。そのことはケイ

ンズのばあいも，例外ではなかった。前述のよ

うに，ケインズは欧米の先進国経済が景気循環

を経験する中で，大不況もしくは大恐慌に陥ら

ないための理論政策面の処方箋を準備するとい

う歴史的役割を果たしたのであって，けっして

途上国のための理論装置を考案したのではな

かった。そのことからも，ケインズ経済学を途

上国経済にダイレクトにあてはめるのが不適切

であることは明らかであろう。それゆえケイン

ズと途上国のための開発論との関係は，直接的

というよりもむしろ間接的な関係にあったとい

うべきである。このことの含意は前述のよう

に，ケインズ以前の古典派経済学が，欧米経済

における景気循環のネガティヴな新局面として

の大恐慌に対して，あまりにも無力だったとい

うことだ。その結果ケインズ経済学が前者に代

わるものとして登場し，フランクリン・ロー

ズベルトにより遂行されたニューディールに

よって，事後的に脚光を浴びることとなったの 

だ31）。同様のコンテクストで，途上国のため

の開発論と既存の経済学との関係について述べ

ることができる。すなわち途上国の経済に対し

て当時主流であった新古典派経済学をストレー

トにあてはめて論じるわけにはいかないという

考え方が，それである。途上国経済について正

面から論じることができるのは，それこそ構造

主義経済学であるとみなされるのである。その

ための嚆矢として歴史的役割を演じたのが，

ローゼンシュタイン・ロダンの「ビッグプッ

シュ説」だったわけだ32）。

第二次世界大戦後の世界は，いわゆるブレト

ンウッズ国際経済体制となった。戦勝国側のア

メリカとイギリスを代表してホワイトとケイン

ズの間でアメリカの保養地ブレトンウッズにて

戦後の構想が練られ，結果的に新しい覇権国家

たるアメリカにとって有利な国際経済システム

が構築されたのだった。すなわち国際通貨基金

（IMF）と国際復興開発銀行（IBRD：通称世界

銀行）およびやや遅れるものの関税と貿易のた

めの一般協定（GATT）が，発足する運びと

なった。この局面においては，途上国の存在は

ほとんど顧慮されなかったといっても過言では

ない。というのも当時の世界銀行は，ヨーロッ

パや日本などの世界大戦で著しい物理的損失を

被った主要国の復興のための国際金融機関で

あったからだ。これらの国際機関が正面から途

上国の開発のために取り組むようになるのは，

早くても 1960 年代からである。第二次世界大

戦後はアメリカが政治経済面において圧倒的な

存在であり，ヨーロッパと日本はまったく余裕

がない状態であった。アメリカは前者に対して

マーシャルプラン33）を，後者に対しては朝鮮

戦争という「援助」を用意した。それは奇妙な
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表現ではあるが，後者にとってこの戦争とその

後のヴェトナム戦争が「援助」的役割を果たし

たことは紛れもない事実である。結果的に，途

上国の開発問題は後回しにされたのだった。

そのような事情を背景に，途上国の開発のた

めの経済学は構造学派が担う運命となった。さ

て開発論が本格化するのは 1950 年代である。

その詳細についてはすでに他のところで論じ

ている34）ので，ここでは簡単にポイントを要

約するだけにとどめておこう。1950 年に提示

されたのはプレビッシュとシンガーによるもの

で，途上国にとって対先進国の交易条件が長期

的に悪化傾向にあるという仮説であった35）。

かれらの理論は，主流派の新古典派経済学が提

唱する比較優位の法則に対して真正面から対峙

するものであった。とくに途上国の動態的視点

から，先進国と途上国との間での南北貿易は途

上国にとって長期的に不利に作用しつつあるの

で，伝統的なリカードゥ流の自由貿易を否定し

て，工業化のための輸入代替産業を保護する仕

方に貿易政策を転換したほうがよいという主張

であった。むろん主流派の経済学者たちは，そ

のようにいわれて黙し続けることはなかった。

南北の自由貿易を擁護するすさまじい論調が幅

を利かせたことは，論をまたない。主流派の立

場は徹底した自由貿易主義であって，保護主義

を否定する。プレビッシュらが提唱する輸入代

替工業化には保護主義が付随するので，新古典

派にとって交易条件の長期的悪化説は受け入れ

がたいものであった。ただしここで注意を要す

るのは，プレビッシュらは歴史的視角から交易

条件問題をあつかったことだ。すなわちイギリ

スが覇権国家だった 19 世紀においては，一次

産品の生産と輸出に特化するやり方はそれなり

に重要性をもっていた―19 世紀後半に新興

国として興隆したアメリカとドイツは，一定

期間それぞれ典型的な一次産品としての農産

物（前者はタバコと綿花，後者はライ麦）をイ

ギリスへ輸出していたのであって，最初から

工業製品を中心に生産していたのではなかっ 

た―こと，じつはラテンアメリカもそれと同

様の路線に乗っかっていたが，工業化のきっか

けを見いだせずにいたところ，1930 年代の大

恐慌に見舞われて，一次産品に対する世界需要

が著しく低下したため，好むと好まざるとにか

かわらず工業化を余儀なくされたこと，そのこ

とが当初の輸入代替工業化にほかならなかった

こと，かくしてこの一連のプロセスのなかで，

ラテンアメリカの国ぐににとって交易条件の長

期的悪化という現象が覆いかぶさったことなど

だ。交易条件が長期的に悪化傾向を示すように

なったその他の背景としてかれらが挙げたの

は，貿易可能財に内在する属性であり，とくに

需要の価格弾力性と所得弾力性において工業製

品と一次産品とでは違いが顕著なこと，さらに

は供給側の事情として途上国側では労働市場が

分割されていることなどだ36）。

前段に列挙した最後の事情は，構造学派の代

表的論客ルイスが提示した労働の無制限供給モ

デルともかかわってくる37）。すなわち南北そ

れぞれにおいて労働市場は異なっているという

認識であり，先進国においては通常の労働市場

モデルを適用できる―典型的には縦軸に賃金

と労働の限界生産力を横軸に労働量をそれぞれ

測るとき，労働需要曲線は限界生産力曲線をそ

のまま表し，労働供給曲線は右上がりに描くこ

とができる―のに対して，途上国においては

伝統的自給農業部門と近代的部門との二重構造

を背景としてもち，前者から後者へ向けての無

制限労働移動が見られ，近代的部門における賃
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金水準は伝統的自給農業部門の生存水準賃金に

よって制約される―伝統的部門の賃金水準よ

りも制度的事情によってやや高めに設定され

る38）―こととなる。さらに伝統的部門から

近代的部門へ移動する労働者の大部分は，伝統

的部門においては限界生産力ゼロの偽装失業者

であるという事情も含意していた39）。大量の

労働移動は近代的部門の工業化過程の進行とと

もに吸収されてゆき，やがて制度的に規定され

た賃金は上昇に転ずるようになる。そのように

なる局面をルイスは転換点と呼んだ。このこと

の含意は，労働市場の分割たる二重構造が解消

されて，先進国に見られるような近代的部門の

みからなる単一構造に転換するということなの

だ。そうなれば先進国に適用される通常の労働

市場モデルをあてはめて考えてよい。そのよう

な段階においては，もともと構造的に途上国

だったとしても近代化を達成した単一構造の国

として先進国と同様のレヴェルで考えてかまわ

ない。かくしてルイス・モデルは，先進国の主

流派経済学者にとっていくらか受け入れやすい

ものであった。

ルイス・モデルについては，主流派も自分た

ちの陣営に受け入れて抽象化へ向けてさらに磨

きをかけることとなる。レイニス＝フェイ・モ

デルとジョルゲンソン・モデルがその方向で考

案された40）。さらにその後影響力を有するこ

ととなるハリス＝トダーロの期待賃金モデルも

構築された41）。

ところでこのルイス・モデルは構造学派の

陣営においてどのようにあつかわれたかとい

うと，歴史性が加味された。ブラジル出身の

経済学者であるフルタードがその役割を担っ 

た42）。ルイス・モデルに含意された二重構造

そのものは，新古典派がみなすように歴史から

離れて存在するのではなくて，むしろ歴史過程

の中で形成されたものであって，近代的部門に

はプランテーションや鉱山採掘部門を含めて考

えなければならない。輸入代替工業部門もそれ

に加わり，プランテーションや鉱山採掘部門に

は先進国に本社を構える多国籍企業がかなりの

程度入り込んでいる。つまりかつて独立にいた

るまでの時代において，プランテーションや鉱

山採掘部門は宗主国の支配下に置かれていたの

であり，独立後の輸入代替工業部門は多国籍企

業の手を借りて創設されることが通常であっ

た。このことについては，ハーシュマンによっ

てすでに事情説明されていた43）。さてそのよ

うに考察を進めてくると，実現された利潤の大

部分はかつての宗主国や多国籍企業によって吸

い上げられたのではないかという疑念が脳裏を

かすめる。このことをとくに強調したのが，従

属学派であった44）。すなわちプレビッシュに

せよルイスにせよ構造学派経済学が提唱する近

代化過程は，先進国もしくは多国籍企業によっ

て台無しにされかねないという捉え方にほかな

らない。かくして従属学派のばあい，きわめて

批判的であって，途上国の近代化の過程には先

進国の勢力がかなりのレヴェルで入り込み利潤

の大部分を吸い上げるので，途上国は先進国や

多国籍企業との関係を断つべきだという帰結に

いたる。いわゆるデリンクを勧告することと

なった45）。従属派の論客アンドレ・フランク

は，途上国が先進国とつながりを維持しながら

の開発過程は「低開発の発展」を含意すること

にほかならないと主張した46）。このことこそ，

プレビッシュやルイスらによって代表される構

造学派とフランクやサミール・アミンらによっ

て代表される従属学派との根本的違いであっ

て，フルタードがその中間に位置づけられるこ
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とも首肯できようというものだ。さらにクリス

トバル・カイによって峻別されたように，途上

国における二重構造の存在を構造学派は認める

のに対して，従属学派はそれを拒絶する47）。

このことも両学派の重要な違いとして認識され

なければなるまい。プレビッシュやルイス，フ

ルタードはそれが歴史的に形成されたものと認

識するのだから，当然であろう。

さらに構造学派経済学がパラダイムの第一段

階において影響をおよぼしたいまひとつの証左

は，two-gap モデルのあつかいに求められる。

このモデルはとくにチェネリーによって主導さ

れたものだが，プレビッシュ＝シンガーによっ

て提示されていた「交易条件の長期的悪化説」

を「輸出ペシミズム」にいいかえるとき，重要

性を帯びてくる。すなわち一次産品を輸出し続

けるのはかなり悲観的見通しなので，途上国の

経済成長を制約するものとして必要な投資に対

して貯蓄不足が顕著なこと，同様に外国為替が

不足気味なことが考えられる。したがってその

ような制約を克服する有力な手立てとして，外

国資本もしくは海外からのトランスファーが考

えられる。そのばあいの外国資本には先進国か

らの援助もあれば，対内直接投資―先進国か

らの多国籍企業の受け入れ―も考えられよ

う。むろんそのようなやり方は，従属学派に

とってはもってのほかであろう。いずれにせ

よ two-gap 説によれば，途上国内の貯蓄不足

や外国為替不足を解消してくれるのが外国から

のトランスファーである。このモデルの基礎は

ケインズ経済学から派生したハロッド＝ドー

マー・モデルに求められる。そのモデルから

得られる結論は，周知のごとく貯蓄率（s）を

高めて，限界資本産出比率（ICOR）を低める

ことだ48）。それに加えて，two-gap モデルは

外国からの生産的な投資を活用することを訴え

る。たしかに 1970 年代までの経済援助を裏づ

ける理論として，two-gap 説は一定の影響力

を有するものであった49）。

なお F.ペルーとハーシュマン，およびミュ

ルダールの存在を看過することは許されまい。

ペルーの「成長の極説」もしくは「発展の極説」

は，途上国が力強い投資をおこなうとき，最も

成長が見込めるところに集中的に投資するとよ

いという一種の空間立地論である50）。それは

ハーシュマンが定式化することとなる前方と後

方の「連関効果」の概念によって，ポジティヴ

に肉づけされた。さらにいうならそれはレオン

ティエフの産業連関表を活用することにもなる

のであって，関係国においてインプット・アウ

トプット分析を実施することにつながってく

る。すなわち前方にせよ後方にせよ，連関効果

が最大の部門に集中的に投資することが要請さ

れる。連関効果がポジティヴに発揮されるとな

れば，それはさまざまな産業を誘発することを

含意する。首尾よく作用するなら，資本蓄積も

進展することとなる。実際上，そのような楽観

的見通しは甘すぎるといえるかもしれない。し

かしこの概念装置を現在の新興国の実状にあて

はめてみると，たとえば輸出加工区や経済特区

などへの生産的立地―海外からの直接投資を

含む―を通して経済成長を実現しつつある国

ぐに（中国やインドおよび東南アジアの国ぐ

に）のことをイメージすると，かなり現実味を

帯びてこよう。成長の極もしくは連関効果は，

現在の表現を用いるなら，グローバル・ヴァ

リュー・チェーンもしくはサプライ・チェーン

をポジティヴに捉えた表現にほかならない。あ

くまで受け入れ国の成長もしくは発展に関連づ

けられるならばの話である。しかし 1960 年代
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発問題に対処するとき，先進国と途上国とを区

別して異なる経済学を準備する必要はなく，

ハーシュマンのいうところのモノエコノミクス

でじゅうぶん間に合うというのだ51）。たとえ

ば構造主義においては，途上国経済は二重経済

構造だという認識の上に立つが，ネオリベラリ

ズムはホモエコノミクスの前提に立つ経済合理

主義で充たされた単一経済構造で完結している

とみる52）。

貿易論のコンテクストで述べるのが最も明瞭

であろう。すなわち構造学派は輸入代替工業化

論に含意される保護主義―幼稚産業論のひと

つのヴァリエーション―の色彩が濃いのに対

して，ネオリベラリズムは徹底した自由貿易主

義である。いいかえるなら後者は，リカードゥ

の伝統の上に立つ比較優位の法則に従おうと

する。ネオリベラリズムがそのように考える

契機を与えたのは，1960 年代から 70 年代にか

けて顕著化することとなった新興工業国家群

（NICs）の興隆である53）。いわゆる NICs 現象

をどのように認識するかという問題設定におい

て，構造学派経済学は輸入代替工業化過程を経

て輸出指向工業化過程に移行したものと捉えた

が，ネオリベラリズムは一貫して輸出指向工業

化を採った国のほうが経済実績は高かったと結

論づけた。まさしく 1980 年代の世界銀行の報

告書がそのような立場を代弁した54）。つまり

かれらが言いたかったことは，新興工業国家群

は一定数存在するけれど，いずれかといえば比

較優位の法則に近い自由貿易政策を採った国の

ほうが実績は良好だったのであって，そうでは

なく輸入代替のように保護主義的色彩が濃かっ

た国の実績は相対的に芳しくなかったというこ

とだ。時あたかも伝統的に輸入代替工業化政策

を採り続けたとみなされていたラテンアメリカ

までそうだったのだが，東アジアの国ぐにや地

域を例外として当時のほとんどの途上国におい

て，それは構想倒れだったといってもいいくら

いだ。実際はどうだったかというと，構想通り

にはいかず，むしろ二重構造が深刻化する国が

多かった。すなわちこのことは当時のペルー自

身がいずれかといえば悲観していたように，

ミュルダールによって概念化された「逆流効

果」―累積的因果関係のネガティヴな面の具

体化―や，「軟性国家」の顕著化となって現

出した。

最後にまとめておこう。パラダイムの第一局

面を彩る学者たちは，外国資本を取り入れるか

たちでルイスによって定式化された二重構造か

らの脱却を実現可能とみた。ルイス本人をはじ

めとしてプレビッシュやシンガー，ハーシュマ

ンおよびチェネリーらに代表されるオプティミ

ストと，他方において二重構造からの脱却は困

難とみたミュルダールやペルーのようなペシミ

スト，さらにはその中間的立場のフルタードと

いうように位置づけられるのではなかろうか。

ただし従属学派は猛反対の立場を堅持した。

Ⅲ．パラダイムの第二局面 
―新自由主義の逆襲―

構造学派経済学が，ケインズの影響を受け

て，国家介入を正当化する立場であるのに対し

て，新自由主義もしくはネオリベラリズムは，

すべての経済問題を市場メカニズムの自由な作

用に委ねるタイプの新古典派経済学の考え方を

別様に表現したものにほかならない。すなわち

開発論のパラダイムが構造学派からネオリベラ

リズムへ移行したというのは，開発論の潮流が

逆戻りしたことを含意する。つまり途上国の開
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主要国が，債務累積問題に見舞われて，どうに

も身動きがとれない状況にあったという事情も

手伝って，輸入代替工業化派は輸出指向工業化

派に押されぎみであった。

かくしてネオリベラリズムが優勢な中で，世

界銀行と国際通貨基金（IMF）は手を結んで開

発問題に取り組むこととなる。こうして構造調

整貸付（SAL）および IMF コンディショナリ

ティが具体化していった。つまりラテンアメリ

カが債務累積問題を抱えるようになった背景

は，過度の国家介入がみられたことにあるので

あって，そのような国家（政府）の失敗を抜本

的に是正する必要があるというのであった。輸

入代替工業化のような保護主義はもってのほか

というに等しかった。すなわち保護主義に関係

するような規制は撤廃すべきであり，国有企業

はなるべく民営化すべきであり，市場原理に沿

うような政策に置き換えることが要請されると

いうのであった。この二つの国際金融機関は自

由化政策のための厳しい融資条件を課すことと

なった。それには為替レート政策も含まれる。

輸入代替工業化期に指摘されていた過大評価さ

れた為替レートは是正される必要があった。

ネオリベラリズムによる政策パッケージ案

は，J.ウィリアムソンによって提唱されたワシ

ントン・コンセンサス（1990）によって具体化

された55）。ここではその詳細については議論

しないが56），それは次のような項目群であっ

た。① 財政規律，② 公共支出の優先順位，

③ 税制改革，④ 金融の自由化，⑤ 為替レー

トの段階的自由化，⑥ 貿易の自由化，⑦ 外国

投資の受け入れ緩和，⑧ 公営企業の民営化， 

⑨ 規制緩和，⑩ 所有権（財産権）の保証，こ

れである57）。これらの項目をさらに要約する

なら，あらゆる次元における自由化と民営化お

よび規制緩和の要求ということになろう。一括

して自由化政策の要請としておこう。これらの

要請項目群をワシントン・コンセンサスと称す

るからには，それなりの理由がある。すなわち

ワシントン D.C.に世界銀行と IMF の本部があ

ること，およびアメリカ財務省の所在地でもあ

り，この三位一体はアメリカ政府の意向に影響

されやすいという特色を有していたからだ。

こうしたネオリベラリズムの影響下で幾多の

ラテンアメリカ諸国は，かつての構造主義的

政策パッケージから新自由主義のそれへと転

換することとなる。それは次のようなもので

あった58）。主要国のばあい，アルゼンチンは 

1990 ～ 94 年にかけて計画変更を手掛け，ブラ

ジルは 1987 ～ 91 年に一般的自由化を実施し，

メキシコは 1988 ～ 94 年に貿易の自由化と金融

の自由化を実施した。その他の国ぐにも同様で

あり，ボリヴィアは 1990 ～ 97 年に実施，チリ

は早くも 1976 ～ 81 年に一般的自由化を実施し

ていた。コロンビアは 1992 ～ 95 年に実施，コ

スタリカは 1987 ～ 91 年に貿易の自由化を実施

し 92 ～ 98 年にさらなる開放政策を推進した。

ドミニカ共和国は 1991 ～ 96 年に自由化を，エ

クアドルは 1992 ～ 98 年に安定化と自由化を，

エルサルヴァドルは 1990 ～ 95 年に経常収支の

自由化と金融の自由化を，およびグアテマラは

1987 ～ 92 年に経常収支の自由化をそれぞれ実

施した。ジャマイカは 1990 ～ 92 年に金融の自

由化をそして 1993 ～ 98 年に貿易の自由化をそ

れぞれ連続的に実施した。パラグアイは 1988

～ 91 年に貿易と為替レートを自由化の方向へ

改革した。そしてペルーは 1991 ～ 98 年に経常

収支の自由化を実施した。

むろんこのように大幅な政策変更を実施する

ことになったのは，1970 年代に時のアメリカ
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大統領ニクソンによって発動されたドルショッ

クを契機に，国際金融市場において為替と資本

の自由化が押し進められたこと，二度のオイル

ショックが引き起こされてアメリカをはじめと

する先進中心国において，一定の国家介入を容

認するかもしくは積極的に認めるケインズ経済

学がスタグフレーションという未曽有の現象に

対して有効でなくなったこと，それと同時進行

するかたちでフリードマン流のマネタリズムが

興隆し，需要よりも供給を重視するサプライサ

イド・エコノミクスがじょじょに幅を利かすよ

うになったことなど，先進国において主流派経

済学としてケインズ経済学から新古典派経済学

のほうが復権するようになったことが重要な背

景として考えられる。つまりこのことをいいか

えるなら，市場の失敗を論拠としてなんらかの

国家介入もしくは規制を正当化してきたケイン

ズ経済学がじょじょに後退し，それに代わって

市場メカニズムの優位を主張する新古典派経済

学が復権して，主要国の国内経済面においても

国際経済面においてもいわゆる市場原理主義が

もてはやされる機運が高まったことにある。そ

のような傾向と開発論の動向とはけっして無縁

ではない。ハーシュマンによる開発論ペシミズ

ムの論考も，まさしくそれと符合した時期で

あった。そして 1980 年代はラテンアメリカに

とって累積債務が爆発現象を引き起こした時期

でもあり，この地域は「失われた 10 年」と揶

揄されるような最悪の時期を迎えることとなっ

た。主要国内外の全般的な機運によって，市場

経済がもてはやされ，国家介入や規制は否定さ

れるようになった。「市場の失敗」ではなくて

むしろ「政府の失敗」が叫ばれるようになっ

た。かくしてそれを是正するためにはどうした

らよいかという議論となり，そのためには市場

経済が思う存分機能するような制度もしくは構

造改革が要請されるという趣旨の論調となる。

計画経済やディリジズムは徹底して嫌悪された。

理論面ではレントシーキング説がもてはやさ

れるようになり，なんらかの国家介入や規制に

はレントシーキングがともないがちであるとさ

れ，なるべくレント―利権もしくは制度上の

不正利得と解釈され，独占利潤的な意味合いで

捉えられる―を取り除くパレート最適へ向け

ての努力が求められた。いいかえるなら，なる

べく市場原理一辺倒にすべしというのだ。貿易

論においても同様であった。保護主義は否定さ

れ，自由貿易が推奨された。

先に構造学派を代表する学者群を挙げたが，

ここでは新自由主義を代表する学者群を挙げて

おこう。1970 年代初頭にその狼煙が上がった。

リトル，シトフスキー，およびスコットによる

新興国家群の貿易と産業についての評価をめぐ

る共同研究を手始めに，クルーガーによる貿易

政策におけるレントシーキングに関する論考，

およびバラッサによる東アジアの新興国家群に

おける輸出指向工業化に関する論文群などが代

表的な研究である59）。これらはいずれも構造

学派経済学が依拠していた一定の国家介入の正

当性を，すなわち輸入代替工業化のそれを正面

から否定するものであった。つまり先進国のみ

ならず途上国においても保護主義には必ず歪み

がともないがちであって，できることなら自由

貿易体制にもっていったほうが望ましいという

趣旨である。いずれも伝統的な新古典派の自由

貿易主義の考え方に依拠していた。もともと自

由貿易のほうが保護主義に比して優位にあるの

であって，いずれかといえば比較優位の法則に

則って貿易政策を採ってきた国ぐにのほうが，

すなわち輸出指向工業化戦略を選択してきた国
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ぐにのほうが，保護主義もしくは輸入代替工業

化戦略を採ってきた国ぐによりもよりよい経済

成果を上げたというものであった。いいかえる

なら，自由貿易の優位性が実証されたというわ

けだ。

1980 年代になると，先のハーシュマン論文

に示されたように，構造学派経済学はしだいに

後景に押しやられてゆく運命にあった。そのよ

うになった重要な背景として，前述のようにス

タグフレーションを克服できなかったケインズ

経済学の退潮があげられる。市場の失敗を是正

するための国家介入の正当性がしだいに失われ

てゆき，途上国においても輸入代替工業化の正

当性がじょじょに失われた。バグワティら新自

由主義の学者の論考によれば，この戦略は過度

の国家介入がともなうのでレントシーキングを

招来する傾向があり，非生産的な資源の使用に

帰結することとなる60）。しかもこの時期の世

界銀行はすでに構造学派から新自由主義へと方

針を大きく転換しつつあった。なぜならこの時

期のチーフエコノミストは，70 年代初期にレ

ントシーキング説で注目されたクルーガーに代

わっていたから。世界銀行から 1978 年以降刊

行されてきた『世界開発報告』も，輸入代替工

業化よりも輸出指向工業化を称揚する論調に変

容する。幾多の途上国の経済実績について，輸

入代替と輸出指向とで比較した結果，後者に軍

配が上がるという結論であった61）。つまり，

古典派から新古典派へ連綿と受け継がれてきた

自由貿易の保護主義に対する優位性が実証され

たというわけだ。そこでは 1970 年代にコーデ

ンによって定式化されていた保護主義にともな

う実効保護率の概念も使用され62），輸入代替

工業化にともなう歪みの大きさも測定された。

結論として伝統的な比較優位の法則に則った政

策が，いよいよ推奨されることとなった。

さらにいうなら全般的な国際環境の変化も，

新自由主義に有利に作用した。1980 年代とい

えば，真っ先に思い起こされるのが，累積債務

問題の発生に端を発するラテンアメリカ地域の

長期低迷である。この問題は 1990 年前後に債

務の証券化を骨子とするブレイディ提案によっ

て終結をみたが，ラテンアメリカ地域におい

てこの問題は根深く燻ぶり続けた。さらには

1980 年代後半において代表的な中央計画経済

国だった旧ソヴィエト連邦が分解するにおよん

で，結果的に 1989 年のベルリンの壁崩壊へと

つながる。このことはイデオロギー面において

共産主義もしくは社会主義の完全な後退へ，い

いかえるなら資本主義もしくは自由主義の優位

が表面化したことを意味する。そのことにより

新自由主義は，市場原理主義に譬えられるほど

まで補強されたといえる。いうなれば東西問題

の解消は，新自由主義の相対的優位にとって決

定打となった。かくしてウィリアムソンのワシ

ントン・コンセンサスの提示となったのだった。

1990 年代は，新自由主義経済学が全盛を極

めた時期であった。ソヴィエト連邦の分解とベ

ルリンの壁の崩壊によっていよいよ自信を深め

たアメリカ政府と，ワシントン D.C.に本部を

構える国際金融機関 IMF と世界銀行が三位一

体となって，ワシントン・コンセンサスに謳わ

れた項目群に則って国際開発政策を推進する

こととなる。それは前述のように，IMF コン

ディショナリティおよび世界銀行の構造調整貸

付（SAL）というかたちで具体化された。す

なわち途上国もしくは新興国への新規貸付は，

対象国がワシントン・コンセンサスに列挙され

たような項目群にどれだけ近い構造を呈してい

るかによって優先順位がつけられた。貿易の自
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由化のレヴェル，さまざまな規制緩和の実施状

況，資本移動の受け入れ準備や金融の自由化の

レヴェルなど，それぞれの項目ごとに順位づけ

がなされた。したがって被援助国はさまざまな

次元の自由化政策を間接的に強要されたといえ

る。いうなれば幾多の途上国は，IMF と世界

銀行によって「見えざる鉄拳」をちらつかされ

たのだった。

Ⅳ．さらなるパラダイム転換へ

1990 年代全体を通して隆盛を極めた新自由

主義も，世紀末に勃発したアジア経済危機に

よって実質的な退潮を余儀なくされる。グロー

バルな次元で展開された一連の自由化政策の中

で最も問題を蔵していたのが，野放図な資本移

動である。その矛盾が如実に現われたのがアジ

ア経済危機であった。それは 1997 年に，タイ

の通貨バーツの暴落という現象によって引き起

こされた。そして通貨危機もしくは金融危機は

あたかも野火のごとく東南アジア一帯にひろが

る。インドネシア，マレーシア，フィリピンそ

して韓国までおよんだ。これらの国ぐには，海

外からの資本を大量に受け入れていた。資本と

いってもそれは，直接投資のみならず証券投資

も多額であった。とくに後者が問題化し，大量

の資本流出となり，当事国にたいへんな混乱を

もたらすこととなる。おそらくアメリカのファ

ンドマネーが主犯だったとみなしてよいだろ

う。当時，そのような事態にいたらしめた最大

の要因はいったい何かという問題をめぐって論

争が展開された。新自由主義はアジア特有のク

ローニー・キャピタリズムが最大の要因だと主

張したのに対し，ウェイドは浮動性の高いとく

にアメリカの投資銀行を経由してのファンドマ

ネーが主導したのではないかと論じた63）。筆

者は後者に同調する。浮動性の高い短期資本の

大量の移動は，1994 年のメキシコにおけるボ

ルサ危機においてすでに見られていた。そのと

きも大量の短期資本がメキシコから流出した。

当時のメキシコは，アメリカ，カナダとの地域

統合 NAFTA へ正式加盟するための条件とし

て，貿易の自由化だけでなく為替と資本の自由

化も要請されていた。結果的にペソ暴落と資本

流出という帰結にいたった。この現象をプレ

ビッシュ流の中心国・周辺国の枠組みをあては

めて考えると，経済発展レヴェルに圧倒的な差

が認められる米墨間において，アメリカが求心

力をもってしまい，生産要素がアメリカのほう

に引き寄せられた現象として捉えられる。メキ

シコに滞留していた資本がアメリカに引き寄せ

られたのだから，メキシコの通貨ペソは大幅な

下落を余儀なくされた。これがいわゆるボルサ

危機であった。前世紀末に起こったアジア経済

危機は，その地域にとどまることなく世界各地

に飛び火した。世紀を跨ぐかたちでロシア，ブ

ラジル，アルゼンチンへというように。一連の

現象はいずれも，ウェイドのいうような浮動性

をもった短期資本の仕業であった。

アジア経済危機を契機に，新自由主義経済学

に対する信頼はじょじょに失われていく。とく

に浮動性の高い短期資本の移動に対する疑念

が，グローバルな次元でひろがっていった。

そこで世界銀行の開発協力政策は，すべての

次元において自由化を推奨する構造調整貸付

（SAL）体制から貧困削減戦略文書（PRSP）体

制へ大きく転換することとなる。ミレニアム開

発目標（MDG）においてそれは具体化された。

つまり途上国の貧困―1 日に 1.25US ドル未

満での生活を余儀なくされている人びとの存在
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を意味することが多い―をいかにして削減す

るかに援助目標が設定され，その達成努力を見

計らって援助配分しようとするのだ64）。さら

には世界銀行の副総裁兼チーフエコノミストに

スティグリッツが就任（任期：1997 ～ 2000 年

1 月）し，それまでの IMF の途上国に対する

姿勢を大々的に批判した。そのことはまさしく

潮目が変わったことを意味するものであった。

ちなみにそのときの世銀総裁はウォルフェンソ

ン（任期：1995 ～ 2005 年）であった。かくし

ていよいよ IMF の評判は悪化していった。

構造学派が頂点を極めた 1970 年代前半に新

自由主義の萌芽的研究がなされていたことを先

に述べたが，それとまったく同様に，新自由主

義全盛である 1990 年前後において，政治経済

学者アムスデンとウェイドによって，東アジア

の新興国にして成功を収めたとみなされていた

韓国と台湾は，新古典派もしくは新自由主義経

済学が主張するような徹底した自由主義もしく

は比較優位の法則に則って政策運営したのでは

なくて，国家主導で計画的に政策運営していた

ことが明らかにされた65）。むしろ構造学派の

プレビッシュ流であるところの，輸入代替工業

化から首尾よく輸出指向工業化へ転換したこと

の意味が強調されたのだった。これはかなりの

インパクトを与えることとなり，世界銀行のリ

ポートにおいて経済成長における政府（国家）

の役割の重要性が認識されるようになった66）。

国家もしくは政府と市場との関係は慣習的に

対峙関係として捉えられてきたが，新構造主義

経済学はむしろ両者は協力関係にあるという立

場をとった。たとえば輸入代替工業化と輸出指

向工業化との関係は，新自由主義による捉え方

だと，前者はかなり保護主義的色彩が濃いもの

であって非効率であるのに対して，後者は比較

優位の路線に沿うものであっていっそう効率的

であるとするけれど，新構造主義のばあい，両

者は連続的関係にある。すなわち典型的途上国

のばあい，輸入代替工業化はかつての幼稚産業

論の一種のヴァリエーションであり，やがて輸

出指向工業化へ転換することを含意している。

そのような過程において国家が一定の役割を担

うものと想定する。そのように捉えるならば，

国家と市場は対立的ではなくてむしろ親和的関

係にある。新構造主義のそのような考え方の出

現は，1990 年代初頭であった67）。ラテンアメ

リカ系の新構造主義（国連ラテンアメリカ・カ

リブ経済委員会：ECLAC に代表される）の視

点は，スンケルによって 1990 年代前半にまと

められた68）。そこでの特徴は，従来の ECLA

はラテンアメリカ経済が飛躍的発展ができない

要因を交易条件のような対外的要因に求める傾

向が強かったことを認め，以降は対内的要因に

も分析の眼を向けようという姿勢を示したこと

だ。そのようなコンテクストの中で，国家はど

のような役割を果たしたらよいかについて検討

された。この地域全体をみると，新自由主義の

考え方の支配下にあって，IMF と世界銀行と

の関係において，SAL に沿う貿易政策や金融

財政政策および為替政策が実施されていた。実

際上その成果はどのようなものだったかについ

ての検証は，次の世紀まで待たねばならなかっ

た。

ちょうど世紀の変わり目の時期に，ECLAC

と当事国の経済スタッフとの協力体勢で報告書

がまとめられた69）。それによれば，1990 年代

の構造改革はチリに代表されるような一部の国

はかなりの成果を上げたが，多くの国ぐににお

いてはさほど良好な成果は上がらなかったとい

うものであり，輸入代替工業化と輸出指向工業
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化との連続性が再度強調された。

21 世紀に入るとグローバル経済は，いくつ

かの次元で様相が変容する。ひとつには新興国

として BRICs（ブラジル，ロシア，インド，

中国）がにわかに興隆したことだ。これらの国

ぐには経済面のみならず政治面においても，覇

権国家たるアメリカに正面から対抗しようとの

姿勢を見せた。これらの国ぐにの国際政治経済

における発言力はじょじょに強くなっていっ

た。とくに中国のプレゼンスがどんどん大きく

なっていった。この国の GDP は日本を抜いて

世界第 2 位に躍り出る。筆者の観察によれば，

2002 年から 2006 年にかけて世界的な一次産品

ブームが起こった70）が，その最大の要因は中

国の経済面での台頭にあった。深圳や上海など

の沿海地域の経済特区に先進国から有力な企業

を誘致して，この国に賦存する豊富で良質な

労働力を提供することによって大量生産し，

「規模の経済」を実現するというやり方であっ

た。そして大きな消費が見込めるアメリカや日

本，ヨーロッパなどの主要国へ大量輸出したの

であった71）。いうなればこの国は，21 世紀の

世界の工場と化したのだ。では，圧倒的な工業

化のための一次産品の供給先をどこに求めただ

ろうか。むろん自国のみではとても足りないの

で，アフリカやラテンアメリカに求めた。この

国の政治指導者の動向をみているとじつにわか

りやすい。アフリカやラテンアメリカのそれぞ

れの国に赴き，一次産品を確保する代償として

インフラ整備を資金と人力との両面において協

力を惜しまないというスタンスだ。そのばあい

の一次産品は第一にエネルギー資源であり，第

二に鉱物資源であり，第三に食糧系の一次産品

である。そのカテゴリーに入る一次産品はいず

れも値上がりした。それが今世紀に入ってから

生じた一次産品ブームの本質にほかならない。

その結果どのような影響がもたらされただろう

か。アフリカやラテンアメリカ地域において，

極度のアメリカ離れもしくはアメリカ嫌いとい

う現象を招来せしめた。とくにラテンアメリカ

地域において，かねてより燻ぶり続けていた反

米感情が爆発する羽目となった。われわれの記

憶に新しいところでは，ヴェネズエラのチャベ

スやボリビアのモラレルなどその急先鋒であっ

た。そのような中国のスタンスは，このところ

世界的な話題の焦点となっているアジアインフ

ラ投資銀行（AIIB）の設立構想にも関係して

こよう。いずれにせよラテンアメリカからの視

点から見て，伝統的な一次産品の輸出相手国と

してはアメリカやヨーロッパよりも中国のほう

が存在として大きいということなのだ72）。そ

れゆえに 2015 年から兆候が見えはじめた中国

経済の減速傾向は，一次産品の供給国に対して

深刻な影響を与えはじめている。

さてそうこうするうちにアメリカ本国におい

て，2007 年と 2008 年にサブプライムローン問

題とリーマンブラザーズの経営破綻問題が起

こった。これはアメリカの国内金融問題である

とともに国際金融問題ともなった。それこそ新

自由主義の路線に沿って資本の自由化および金

融の自由化が進められた結果，マネーの流出入

がグローバルな規模で起こったのだ。このこと

を契機に国際環境は新たな局面を迎えることと

なる。すなわち 2010 年代になって，EU の下

位グループに属する国において，具体的にはギ

リシアにおいて財政危機問題が起こる。この問

題は一見したところ，EU の上位国と下位国と

の協力関係でどうにか解消できそうにみえた

が，事態はやすやすとは進まなかった。いまな

おこの問題は燻ぶり続けている。
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国際環境の変容についてはこのあたりでおし

まいにしておこう。そのような諸々の事情の発

生源のほうにあらためて焦点を当てると，アメ

リカとイギリス，および日本における異次元の

金融の量的緩和政策のなせる業として見えるの

である。世界の中心国における金融緩和がグ

ローバルな規模で膨張しすぎたのだ。それはと

うぜんのごとく新興国にもおよんでくる。バブ

ル経済化，これである。そして日米英など中心

国内においては，格差の先鋭化として具体化し

てくる。このあたりの事情についてはスティグ

リッツが舌鋒鋭く批判しているので，ここでは

これ以上は論じない73）。

そこでこのところ盛んになってきた構造主

義時代と新自由主義時代との成果比較につい

て，みてみよう。近年の見方によれば，前者は

1950 ～ 80 年までの時期であるのに対して，後

者は 1990 ～ 2008 年までとされる74）。経済成

果についてみると，どうだっただろうか。2000

年から 2006 年に提示された研究群においては，

どうしてもポジ評価とネガ評価とが錯綜してい

て曖昧性から脱しきれていなかった75）が，い

まとなってはまったく様相が異なる。バードサ

ルやド・ラ・トーレらによる代表的研究を取り

上げてみよう76）。分析対象国はラテンアメリ

カの国ぐに（アルゼンチン，ブラジル，チリ，

コロンビア，メキシコ，ペルー，ヴェネズエラ）

である。結果をみると，新自由主義の時期をと

おして全般的にチリのみが良好な成果を上げて

いた。その他の国ぐには項目ごとに良好だった

項目とそうではない項目との落差が大きかった

ようだ。前者にはインフレーションの収束とマ

クロ経済の安定化が含まれ，後者の一人当たり

所得の成長率（経済成長率）と貧困削減，およ

び所得分配においてはほとんど見るべき成果は

上がっていない77）。とくに後者においては完

全に失敗だったと結論づけている。つまり実質

的に労働市場の改善にはほとんど手がつけられ

なかったようだ。チリが良好だった最大の背景

は，すでに自由化政策が 1970 年代から開始さ

れていたことに求められよう。ただしこの国の

ばあい，左派のアジェンデ政権をピノチェトが

クーデターによって暴力的に打倒して右派権威

主義という非民主政を敷いたことは，周知の事

実である。その他の国は 1970 年代に一様に右

派権威主義政権を経験したが，1980 年代のう

ちに民主政へ移行していった。このことが政治

的背景の大きな違いである。

新構造学派経済学の論客オカンポとジェイ

ム・ロスの近年の研究78）によれば，構造主義

の時期（1950 ～ 80 年）に比して，新自由主義

の時期（1990 ～ 2008 年）におけるラテンアメ

リカ・カリブ海地域の一人当たり GDP 成長率

の平均値は，表 1 に示すとおりである。

表 1　新自由主義時代（1990～2008 年）の 
一人当たり GDP 平均成長率（％）

成長実績上位国

チリ（4.0）
ドミニカ共和国（3.9）
パナマ（3.6）
ペルー（3.4）
アルゼンチン（3.0）
ウルグアイ（2.8）
コスタリカ（2.8）

成長実績下位国

コロンビア（1.9）
エルサルヴァドル（1.8）
ホンジュラス（1.8）
メキシコ（1.6）
ボリヴィア（1.5）
ブラジル（1.5）
ニカラグア（1.5）
エクアドル（1.5）
グアテマラ（1.5）
ヴェネズエラ（1.2）
パラグアイ（0.5）

（注）表の左右に区分けされた成長実績の上位国と下位
国は，構造主義時代と比較したものである。

（出所）Ocampo & Ros （2011）, “Shifting paradigms 
in Latin America’s economic development ,” 
Ocampo & Ros eds., The Oxford Handbook of 
Latin American Economics, New York: Oxford 
University Press, tab. 1.4, p. 21.
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この表から明らかなように，成長実績の平均

値が 2.7％だった構造主義の時期と比較した新

自由主義の時期における各国の成長実績はけっ

して良好だったとはいえず，とくに主要国のば

あい，停滞気味だったことがわかる。このばあ

い構造主義の時期というのは国家主導型の輸入

代替工業化の時期を意味していて，新自由主義

時代はあらゆる次元において自由化政策を強い

られた時期であった。このことについてはじつ

はすでに 2000 年代半ばの時点で，ロドリック

によって指摘されていた79）。むろん分析対象

である構造主義（1960 ～ 80 年）と新自由主義

（1991 ～ 2003 年）の時期スパンの違いはある

けれど，経済実績は輸入代替工業化期（3.0％）

のほうが新自由主義の時期（1.0％）よりも明

らかに良好だったというのがロドリックの主張

である80）。上述のようにオカンポらによる比

較的新しい研究の結論も同様なのだ。かくして

オカンポとロスは，1990 年代から継続的に主

張されてきたラテンアメリカ新構造主義の考え

方の重要性を訴えている。すなわちひとつはケ

インズ流の反循環的マクロ経済政策への回帰，

ふたつには労働市場にもっと眼を向ける―格

差に是正するタイプの公正のほうに重きを置 

く―社会政策をもっと進めること，そして三

つめには貿易の自由化を地域経済統合と組み合

わせて推進することなどだ81）。

ところで新構造主義経済学といえば，

ECLAC のそれとともに，ランス・テイラーに

代表される数理経済学を基礎として構築されて

きたネオストラクチュラリズムを忘れるべきで

はない。それは 1980 年代から 1990 年代にマク

ロ経済学を中心に盛んになったもので，典型的

には，チェネリーらによる two-gap 説を拡張

して構築された three-gap 説もしくは複数 gap

説として知られる82）。1990 年代の新自由主義

全盛の時期に理論の抽象化に向けて努力が傾け

られたが，開発論全般に対する影響力は大きい

ものではなかった。とはいえラテンアメリカに

とって「失われた 10 年」の時期に見られたハ

イパーインフレ現象を説明する上ではかなり説

得的であったのではなかろうか83）。ともあれ

かれらは独自の路線で理論構築に勤しんだので

あり，構造学派経済学の理論化において一定の

役割を果たしたことは評価されてしかるべきで

あろう。なぜなら「失われた 10 年」の時期，

この地域は累積債務に苦悩し続けたときとして

特徴づけられるのが常であって，その他のこと

はさほど顧みられないからだ。それはさてお

き，ECLAC を中心としたラテンアメリカ系の

新構造主義の今後の可能性に眼を転じてみよう。

それはリンとモンガの共同論文にみることが

できる84）。オカンポもそれを後押しする論考

を提示している85）。かれらは東アジアの新興

国がどのようにして経済発展を達成したかを参

考にしながら，ラテンアメリカの開発問題を検

討した。かれらが見出したのは国家のかかわり

方であり，構造主義伝来の国家主導型を堅持し

つつ，新古典派の比較優位の法則を首尾よく取

り入れるのが望ましいというものだ。どういう

ことかといえば，自然に賦存する要素にした

がっての比較優位というのではなくて，その国

にふさわしい比較優位を獲得するように国家が

イニシアティヴをとるとよい，ということこれ

である。つまり国家と市場との関係を対立では

なくて補強しあうようにして，比較優位を創出

するということだ。じつはこの発想はかつて輸

出指向工業化を提唱したバラッサの発想に近い

という86）。なぜなら段階的に産業構造の階梯

を上っていけるように，節目において国家が積
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極的にかかわるようにしたらよいということに

なる。その考え方はディアス・アレハンドロの

着想ともつながってくるようだ87）。とすれば

新自由主義とは異なり産業政策の必要性を訴え

ることにもなる。それは，どのような産業を見

出すかという問題を正面から探究しているロド

リックらの研究も参考になろう88）。さらにい

うなら，そのようなやり方はこの日本が最も得

意とする方法であることを付け加えておかねば

ならない。第二次世界大戦後の日本の産業基盤

についてみると，傾斜生産方式を用いて鉄鋼業

と石炭産業が確立されて，さらにその他の産業

が誘発されるという図式であった。そのことと

関係してくるのだが，新ケインズ学派を代表す

るサールウォールの方式も大いに参考になるだ

ろう89）。サールウォール自身，初期構造主義

のプレビッシュによる交易条件論から着想を得

た。需要の所得弾力性が相対的に高いような産

業を確立すべく国家が主導して，それを比較優

位産業に育成するとよい。このようにみてくる

と，ラテンアメリカ構造主義の創始者たるプレ

ビッシュの伝統の上に立って，まさしく東アジ

アの国ぐにがそうしたように国家が主導するか

たちで産業政策を駆使して，当該国に有利な比

較優位産業を確立するようにしたらよいという

結論になる。

ラテンアメリカ系新構造学派は，このところ

既存理論と新規理論との総合に向けて積極的姿

勢を見せるようになってきた90）。それと同時

にアメリカ数理経済学者のテイラーと ECLAC

のオカンポが協力して新構造学派の総合的理論

化を試みている91）。こうした動きを見ると，

その根底にある基礎的枠組みは，初期構造学派

のプレビッシュとフルタードによって構築され

た歴史構造主義のパースペクティヴとルイスに

よって構築された二重構造を背景とした余剰労

働移動モデルの適用であることがわかる。その

ことはモンガらによる新規の新構造主義モデル

においても同様である。

Ⅴ．改良主義，開発のミクロ経済学 
およびアメリカ新制度学派

ここまでの展開においては，1970 年代から

80 年代にかけて一定程度の興隆を見た改良主

義（基本的人間ニーズ），1990 年代からアメリ

カで流行し始めた開発のミクロ経済学および新

制度学派の動向については触れてこなかった。

そこで本節ではそれらについてみておこう。パ

ラダイムという意味においては，これらの学派

の影響は，国際機関において顕著に見られた。

代表的学者と国際機関との関係では，アマル

ティア・センと国連開発計画（UNDP）との関

係，およびやや趣を異にするとはいえスティグ

リッツと世界銀行，IMF との関係について言

及しないわけにはいくまい。

前者は 1990 年代初頭にパキスタン人経済学

者の M. U.ハックとの共同作業によって，人間

開発指数という経済面だけではなくて教育面と

医療面にも焦点を当てて開発の程度を測る総合

的尺度を考案した。センの開発思想は「人びと

に選択を許さず自分たちに備わっていることが

分かっていながらその力を行使する機会を妨げ

ている様々な種類の不自由を取り除くことが開

発というものである92）。」という文言に見事に

表されている。それはもともとイギリスの開発

経済学者ストリーテンによって提唱された改良

主義の流れを汲むものであって，そのような発

展観はケイパビリティ（潜在能力）の一環であ

るとみなされる。具体的には，教育を受ける自
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由（識字率や就学率で示される），医療サービ

スへのアクセス可能性（結果的に平均余命で示

される），および経済的自由（一人当たり GDP

で示される）を総合的に組み込んで指数化さ

れ，1990 年以降 UNDP から『人間開発報告』

が毎年刊行されている。それ以外にセンは，エ

ンタイトルメント（ひとりひとりの個人に賦与

された権原）などの着想を提示した。なお構造

学派経済学との関係では，センは前述のよう

に，ルイス・モデルの二重構造論を理論的に補

強する役割を果たした。スティグリッツについ

てはすでに述べたが，前世紀末から 2001 年に

かけて世界銀行の副総裁兼チーフエコノミスト

を務めた。そして世銀の援助体制を，構造調整

貸付（SAL）型から貧困削減戦略文書（PRSP）

型へ転換させた93）。むろんアジアで経済危機

が勃発したことが契機となったとはいえ，この

戦略転換においてスティグリッツの果たした役

割は大きかったといえる。それ以降スティグ

リッツは，IMF があまりにも新自由主義に偏

りすぎた援助政策を実施してきたことに対し

て，舌鋒鋭く批判し続けた。それというのも前

述のように，新自由主義の影響下で実施されて

きた援助政策の結果，さほど芳しくない経済成

果しか上げられない国が多かったからであろ

う。それ以降スティグリッツは，一連の IMF

批判でよく知られるようになる94）。いまでは

かれは開発論以外の分野でも，世界的な格差問

題を糾弾するタイプの経済学者であり続けてい

る。

新制度学派に属する学者で開発論に直接関係

するのは，ダグラス・ノースであろう。かれは

もともと国際経済学において，一次産品の生産

と輸出に比較優位をもつ国はそれに特化して自

由貿易を推進したほうが経済成長につながる傾

向があるという趣旨のいわゆるステイプル説を

唱えていた95）。新制度学派もしくは開発のミ

クロ経済学派としてのノースは，取引費用とい

う概念を用いて経済史を解釈するタイプの学者

として知られるようになる96）。さらには，市

場メカニズムが機能するための基礎となる制度

の存在―根本的次元においては財産権もしく

は所有権の保証―の重要性を訴えた。合理的

経済主体は，財産権という制度が確保されたう

えでいかにして取引費用を安くあげるかを考え

るであろう。それはとくに歴史過程において見

られた。たとえば資本主義黎明期のヨーロッパ

において盛んに創設された特許会社は，認可を

得るために国王や女王と交渉した97）。そうす

ることで安定的制度の下に利潤追求活動をおこ

なうことができたからだ。同様のことは現在の

多国籍企業の活動においても見ることができ

る。採掘権や採油権の取得といったレントシー

キングに，取引費用の概念を適用することがで

きよう。かくしてノースによる取引費用の概念

は，いろいろな分野に応用されることとなる。

現在，注目されている学者にアセモグルとロ

ビンソンがある98）。かれらのばあい，一国の

歴史過程において経済発展がみられるかどうか

は，歴史的に形成された政治制度がものをいう

といった見方である。たとえばアメリカ合衆国

とメキシコ（ラテンアメリカ）との間に存在す

る経済格差は，両国の歴史上の岐路の局面にお

いてどのような制度が根づかせられたか，もし

くはそれが構造化したかが，決定的問題である

とする。すなわちアメリカ合衆国ではイギリス

流のプロテスタンティズムの倫理がもしくは個

人主義のエートスが根づいたのに対して，メキ

シコではスペインが征服時に持ち込んだ奴隷制

度と封建主義的な土地制度とのミックス―エ
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ンコミエンダ制として知られるようになったも

の―が，それぞれ遺産として残ったのであっ

て，それがのちのちまで制度的にそれぞれの国

に影響を与え続けた。その結果，両国において

経済格差がみられるようになったというのだ。

いうなれば歴史において経路依存性がみられる

と主張するのである。そのような説明は，いち

おうの説得力を有しているようにみえる。

いずれにせよ，新制度学派はある程度の影響

をおよぼしていることは確かである。とくに

ノースとアセモグルのばあい，開発論よりもむ

しろ歴史学において顕著であるようにみえる。

ところでデポーラ（ブラジルの連邦農業大

学）とディミスキー（南カリフォルニア大学）

が，センやスティグリッツに対して，批判を試

みている99）。それによれば両人はたいへん雄

弁であり，ノーベル経済学賞を授賞しているこ

とも手伝って，開発論への影響はかなりのもの

である。たしかに両人は新自由主義もしくは新

古典派経済学を舌鋒鋭く批判するけれど，それ

は根本的に市場経済の優位性を否定するのでは

なくて，ピースミールな次元にとどまるものだ

という指摘である100）。一方は所得重視から人

間重視への視点の転換を訴えたし，他方は労働

市場や信用市場における情報の不完全性を問題

化した。かくして理論面と思想面における功績

により学界で高く評価されたのだが，開発論を

根本的に塗り替えるにはいたらないという趣旨

の批判である。しかし前述のように，両人の登

場によって，パラダイムの中心に君臨していた

新自由主義が後景に押しやられたことは紛れも

ない事実である。

最後にノース，アセモグル，およびロビンソ

ンらに代表される新制度学派による歴史解釈に

ついて，ラテンアメリカ系新構造学派からの批

判を紹介しておこう。それはベルトラによって

与えられた101）。ノースによって示された制度

は文化的要素であって，経済活動がおこなわれ

るためのゲームのルールを意味する。アセモグ

ルらが提示する制度は政治制度である。それ

は，そのような制度そのものが当該地域の経済

発展を規定するという考え方にほかならない。

これはマルクスの歴史観と正反対になる。マル

クスによれば，歴史は下部構造たる s 社会的生

産諸関係によって規定されるのであって，政治

や文化はその上に乗っかっている上部構造にす

ぎない。初期構造学派から派生して形成された

従属学派の考え方は，マルクスと親和的であ

る。新制度学派の拠って立つ基本スタンスは，

スペインとポルトガルによる当初の植民地化に

よる土地所有を基盤とする封建制度に由来し，

それをそのまま遺産として受け継いだところ

にラテンアメリカの相対的後進性の源泉があ

る―つまり経路依存性が見出される―と

みる。しかしその後の経過についてみるなら

ば，18 世紀から 19 世紀にかけて形成された経

済のグローバル化のプロセスにおける周辺資本

主義の発展という従属学派の，もしくは中心地

域と周辺地域との工業製品と一次産品との貿易

のあり方の推移についてみた初期構造学派の捉

え方とは，根本的に異なっている。説明因子と

して，新制度学派は内的要因のほうにあまりに

も偏っていることが指摘される。歴史構造につ

いてみるとき，プレビッシュとフルタードの流

れを汲む新構造主義のほうがいっそう説得的で

あるとの結論にいたる。とはいえ新制度学派は

今世紀に入ってから世界銀行の研究報告に対し

てかなり影響を与えていることは，確かであ 

る102）。
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Ⅵ．結語

以上，開発論におけるパラダイムの変遷過程

について，いろいろな角度から説明を試みた。

この分野のパラダイムは，初期構造学派から新

自由主義へと変容したが，20 世紀から 21 世紀

への変わり目のとき，後者は後景へ押しやられ

る。そこでどのような種類のパラダイムが登場

したかといえば，依然としてカオス状態にある

といったほうが正確であろう。新構造主義経済

学が気勢を上げつつあるが，ネオリベラリズム

に完全に取って代わるというところにはおよば

ず，かといって新規にアメリカで華々しく登場

した開発のミクロ経済学もしくは新制度学派

も，ある程度の説得力を有しているものの，開

発論の第一線にとどまり続けることは容易では

ない。たしかに前述のように，センとスティグ

リッツは，代表的国際機関に対してかなりの

影響力をおよぼしてきた。前者は国連開発計

画（UNDP）における人間開発指数の定式化に

対して，後者は世界銀行の副総裁兼チーフエ

コノミストとして，構造調整貸付（SAL）か

ら貧困削減戦略文書（PRSP）への融資姿勢転

換に対して，それぞれ重要な役割を演じた。一

方において新制度学派のノースは取引費用の概

念を用いて文化的制度変化を説明し，他方にお

いてアセモグルとロビンソンは歴史上の決定的

岐路（経路依存性）および多元主義的発展の概

念を用いて政治制度の変容過程の重要性を説明

した。各国もしくは地域における歴史の発展プ

ロセスを論じるとき，それぞれいたってユニー

クであり興味をそそられる概念装置であるけれ

ど，各地域の歴史過程において対外勢力のおよ

ぼした影響の連続性もしくは節目ごとの具体的

な内外の力関係―たとえば構造学派にみられ

る中心・周辺関係の枠組み―の説明の不十分

さが，とくに開発論を論じるとき一種の弱点と

なって現われる。

しかし開発の実際面に眼をやると，新興国の

なかの中国や東南アジアのダイナミズムに富む

国ぐにが目立つ。東アジアの国ぐにも同様の土

壌で考えるとき，新構造学派が唱えるような国

家と市場の協調の考え方のほうがむしろモノを

いうのであって，かつてプレビッシュが唱えた

中心・周辺の枠組みと，ルイスによる余剰労働

移動説―とくに中国をはじめとして東南アジ

アのダイナミズムの経済成長プロセスに適合す

る―とを総合する見方（リンとモンガによる

共同論文）のほうが，21 世紀に見られる新し

い現象を説明するうえでいっそう説得的ではな

いだろうか。ついでにいうなら，カルドアや

サールウォールに代表される新ケインズ主義の

発想も加味されるべきであろう。そしてアリス

トテレス流の中庸の精神に富むロドリックによ

る成長戦略診断派の唱える産業政策の重要性

も，新構造主義と親和的であるといえる103）。

2000 年代半ば以降，ロドリックの一連の開発

研究が世界銀行の援助政策に影響をおよぼし，

従来の画一的な適用ではなくて，国別状況に

沿った指針の策定へと変化を見せてきているこ

とは確かである104）。

［注］
１）2000 年代半ば以降提示された論考群として，次のも

のがある。Stiglitz （2005）；Rodrik （2005, 2006, 2007a, 
2010）；Van Waeyeberge （2006）；Rose（2006）；Cypher

（2007）; Sera & Stiglitz（2008）; Perrotini-Hernandez et 
al.（2011）; Ocampo，& Ros （2011）；Birdsall & De La 
Torre et al. （2011）；Lin & Monga （2014）；Ocampo （2014）；
Ros （2015）；Otsubo （2016）. なおパラダイム問題を直接的
もしくは間接的にあつかった邦文献としては，絵所（1997, 
1998, 2001），西島（2001），西川（2006）などがあり，比較
的新しいものに大坪（2009），西川他編（2011），坂井（2014），
柳原（2014）などがある。しかしこれらはいずれも，筆者の
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拠って立つ理論（新構造主義）およびその射程とは大きく異
なっている。

２）これらは 18 世紀後半から 20 世紀初頭にかけて著わされ
た。いずれもいまでは古典となっていて，主流派のコンテク
ストでは古典派経済学に属する。

３）フランスを代表する学者では，むしろ一般均衡論の L.ワ
ルラスのほうがよく知られていよう。

４）これがいわゆる『雇用，利子および貨幣の一般理論』であ
り，1936 年に刊行された。それこそ経済学の歴史を塗り替
えたといっても過言ではない。

５）サミュエルソンによって著された『経済学』は 1940 年代
後半から 1970 年代にかけて市場経済圏の国ぐににおいて，
標準的教科書として使用された。筆者もその洗礼を受けたひ
とりである。

６）ケインズが開発論の分野に間接的影響をおよぼしたこと
については，次を参照されたい。Thirlwall （1987）；Toye 

（2005）；宮川（2007）第 7 章。
７）Rosenstein-Rodan （1943）.
８）Prebisch （1950）；Singer（1950）. ふたりの関係について

は次を参照のこと。Toye, J. & Toye, R. （2004）.
９）とくにこの開発戦略を強調した論考は次である。Prebisch 
（1959）.

10）Lewis （1954）.
11）Ibid.
12）Perroux （1955）. これはフランス語によるオリジナル論文

である。そこで筆者はペルー自身による英語の論文を参考に
した。Perroux （1988）.

13）ヌルクセ（邦訳 1955）。
14）同書。
15）ハーシュマン（邦訳 1961）。
16）同書。
17）ミュルダール（邦訳 1959）。
18）Myrdal （1968）.
19）Chenery & Bruno （1962）；Chenery & Strout （1966）；

Chenery & Eckstein （1970）；McKinnon （1964）. マッキノ
ンは新古典派に属する。かれはモデルの精緻化を試みた。

20）Harris & Todaro （1970）. ふたりは新古典派である。かれ
らによる期待賃金モデルは，いまなお労働移動モデルとして
学界で重宝がられている。

21）1979 年にルイスは，農業経済学者の T. W.シュルツと一
緒にノーベル経済学賞を受賞した。ミュルダールのほうは，
1974 年にハイエクと同時受賞であった。ルイスとミュル
ダールはいうまでもなく正真正銘の構造学派であるのに対し
て，シュルツとハイエクは筋金入りの自由主義経済学者であ
る。なんともアイロニカルなことだ。なおルイスとミュル
ダールについてはそれぞれ，学術性に富んだ伝記がある。
Tignor （2006）；バーバー（邦訳 2011）；藤田（2010）。

22）じつはプレビッシュも，1977 年度と 78 年度のノーベル経
済学賞の候補にノミネートされた。強く推していたのは，サ
ミュエルソンとヤン・ティンバーゲン，レオンティエフと
ミュルダールであった。プレビッシュの貢献は，理論と制度
構築および政策との多次元で独特のものからなるとされた。
しかし多くの主流派の経済学者からみるとかれは異端であ
り，適格性の面で受け入れがたかったのであろう。受賞には
いたらなかった。Dosman （2010）, pp. 485-86. なおプレビッ
シュが UNCTAD で手腕を振るうことになるきっかけを与

えたのは，当時の世界銀行総裁だった G. D.ウッズ（任期：
1963-68）である。かれはプレビッシュを強く支持したと
いう。Ibid., p. 394. その後のマクナマラ総裁（任期：1968-
81）のときもそうだったが，構造主義に親近感を抱いていた
ようだ。なおミュルダールとプレビッシュの評伝によれば，
1950 年代のふたりはお互いに欧州経済委員会（ECE）とラ
テンアメリカ経済委員会（ECLA）の事務局長として活躍中
であり，初期構造主義の考え方を共有していて，肝胆相照ら
す仲であった。

23）すでに 1950 年代のチリにおいて，前哨戦とでもいうべき
構造学派―マネタリスト論争が，当時昂進していたインフ
レーションの因果関係をめぐって展開されたことがある。そ
のときの構造学派はケインズ経済学の影響をかなり受けてい
た。一方はインフレの根底にある経済構造を重視したのに対
して，他方はたんに貨幣的現象にすぎないという主張であっ
た。

24）フリードマンの基本的考え方については，フリードマン
（邦訳 2008）。

25）Hirschman （1981）.
26）ハーシュマンの政治経済学に関するわが国の包括的研究と

しては，矢野（2004）を参照のこと。なおハーシュマンを再
評価するものとして高橋（2015）も注目に値する。ただし高
橋はハーシュマンを構造学派とはみなしていない。

27）Sen （1983）；Lewis（1984）.
28）Lal （1983）.
29）高山（1985）。
30）Rosenstein-Rodan, op.cit.
31）このことについてもっと正確を期す説明をするなら，史実

としてはニューディールよりもむしろ，戦争準備とその遂行
のほうがケインズ流の乗数効果は大きかったというべきであ
ろう。

32）事後的にみて，学界や実社会へ大きな影響をおよぼしたの
はむしろプレビッシュやルイスの開発理論もしくは開発思想
であったというほうが正しい。

33）US ドルで 300 億ドルとされるが，実質上そのうちの 200
億ドルは贈与であった。

34）宮川（2012, 2013a）。
35）Prebisch, op.cit.；Singer, op.cit.
36）これらの事情の詳細については，宮川（1996）の第 1 章お

よび同（2009）の第 2 章を参照のこと。
37）Lewis （1954）, op.cit.
38）ルイスは，近代的部門のほうが伝統的部門よりも 30％高

いと仮定した。ここで制度的というのは，近代的部門は資本
制なるがゆえに賃金は労働の限界生産力によって評価される
のに対して，伝統的部門は非資本制の共同体であって，賃金
は労働の平均生産力によって評価されるとした。この点につ
いての厳密な分析は，後にセンによってフォローされた。
Sen （1966）.

39）この点に対して，新古典派の論客は集中砲火を浴びせた。
急先鋒はシュルツやヴァイナーであった。伝統的部門におい
て限界生産力ゼロというのは事実を反映していないというも
のであった。この件についてルイスは，恒久的に反論を余儀
なくされた。これについては，絵所（1991, 1997）がルイス・
モデルに一定の理解を示すとともに，シュルツの農業経済論
および人的資本論の視点から詳述している。

40）Ranis & Fei （1961）；Jorgenson（1961）.
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41）Harris & Todaro, op.cit.
42）フルタードの開発思想については，フルタード（邦訳 

1972, 1973）および子安（1994）。
43）Hirschman （1968）.
44）従属学派の基本的考え方を端的にわかりやすく示していす

ものに，ドスサントスによる論考がある。Dos Santos （1970）. 
構造学派から従属学派への体系的流れを概観した論考とし
て，西川（2000）の第 5 章がある。

45）サミール・アミンがその提唱者としてよく知られる。それ
についての簡潔な解説としてモハマッド・サリーによるもの
がある。Sarih （2006）. いっそう包括的展開は，アミン（邦
訳 1983）。

46）Frank （1966）.
47）カイ（邦訳 2002）， 32-34 ページ。
48）このモデルから得られる帰結は次式によって与えられる。

すなわち，g = s/v これである。この式で g は一国の成長率
を，s は当該国の貯蓄率を，および v は当該国の限界資本産
出比率をそれぞれ表している。

49）このことについては，新古典派を代表する論客リトルに
よって指摘された。Little （1982）, p. 147.

50）ペルー自身の解説によれば，成長の極を構築すると，当初
は極が生産要素に対して求心力をもつ傾向があり，分極化

（二重構造）になりやすい。それゆえペルーはミュルダール
と同様にいずれかといえばペシミストであった。ペルーのこ
の側面について解説したものに，西川（前掲）の第 4 章があ
る。西川によれば，ペルーの開発思想は従属学派のアミンや
人間開発論のセンに影響をおよぼした。なおペルー・モデル
の適用例として，旧ソ連のシベリア開発やカナダの地域開発
が試みられた。Perroux （1988）, op.cit., p. 48.

51）Hirschman （1981）, op.cit.
52）ホモエコノミクスを大前提にした推論の進め方に対する批

判は昔から盛んになされてきたが，近年ふたたび息を吹き返
しつつある。カール・ポランニーによる「行き過ぎた市場」
に対する批判をはじめとして，経済学に倫理的要素を入れよ
という趣旨の著作がいま注目されている。宮川（2014）；セ
ドラチェク（邦訳 2015）。

53）その嚆矢となったのは，OECD の報告書（1979）であった。
54）世界銀行（1987）。
55）Williamson （1990）.
56）詳細は，宮川（2007）の第 1 章「補遺」。
57）今世紀に入ってから，さらに追加アジェンダが提示され

た。① 企業統治，② 汚職追放，③ 伸縮性のある労働市場，
④ WTO 規約の遵守，⑤ 国際金融法規と規約の遵守，⑥「熟
慮ある」資本勘定の開放，⑦ 非仲介的な為替レート制度，
⑧ 中央銀行の独立性とインフレ目標化，⑨ 社会的セーフ
ティネット，⑩ 貧困削減の目標化，がそれである。これに
ついて，ロドリックがコメントを寄せている。筆者も取り上
げて批評した。Rodrik （2005）, op.cit., p. 212；宮川，同書， 
54-55 ページ。

58）Taylor （2004）, tab. 7.1 & tab. 7.3, pp. 182-189.
59）Little, Scitovsky & Scott （1970）；Krueger （1974）；

Balassa （1970, 1972）.
60）Bhagwati, Brecher & Srinivasan （1984）.
61）世界銀行，前掲，参照。
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